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日本におけるライフサイクル・コスティング研究の生成と発展
─ 会計学分野の研究成果を中心として ─
中　島　洋　行
１．はじめに
　ライフサイクル・コスティング（Life Cycle Costing）は1960年代のアメリカ国防総省
で開発が進められた原価計算手法であり、日本には1960年代後半に紹介され、1970年代以
降、工学系分野を中心に研究が進められていく１ 。会計学分野で本格的にライフサイクル・
コスティングの研究が開始されたのは1980年代以降であり、現在ではライフサイクル・コ
スティングは管理会計や原価計算の一研究領域として様々なアプローチから研究が進めら
れている。
　会計学分野の研究者によって行われたライフサイクル・コスティングの研究は既に100
本以上の蓄積がある２が、会計学分野においてどのような経緯からライフサイクル・コス
ティングの研究が開始され、それはどのような広がりを見せてきたかに関する研究成果は
乏しいのが実情である３。会計学分野におけるライフサイクル・コスティングに関する新
たな研究テーマを開拓し、さらに研究を発展させていくためには、ライフサイクル・コス
ティングに関する先行研究をレビューするだけではなく、上述した観点から先行研究を分
析することも必要である。この点に本稿の問題意識がある。
　そこで、本稿では上述した問題意識を解明するために、二つの分析を行う。まず、会計
学分野でのライフサイクル・コスティングの研究を検討するうえで重要と考えられる比較
的初期に発表された５本の論文について、当該論文が作成されるに至った経緯と、どのよ
うな文献を引用しているかについて分析する。次に、ライフサイクル・コスティングに
関する研究論文を通算で２本以上執筆している研究者７名が最初に発表したライフサイク
ル・コスティングに関する７本の論文においてどのような文献を引用しているかを分析す
る。これらの分析を通じて、会計学分野においてライフサイクル・コスティングの研究がどの
ようにして着手され、研究が浸透していくかについて明らかにすることが本稿の目的であ
る。
　以下本稿では、まず日本においてライフサイクル・コスティングの研究がどのような経
緯から開始されたかについて特に会計学分野での研究に焦点を当てながら検討する。続い
て、会計学分野でのライフサイクル・コスティングの研究はどのように広がっていたかを
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明らかにするための手掛かりとして、前述の12の論文について、それぞれの引用文献に着
目した分析を行い、ライフサイクル・コスティングの研究において引用されている件数が
多く、その後の研究に影響を与えている先行研究は何かについて分析する。
２．会計学分野でのライフサイクル・コスティングに関する研究の起点
（１）工学系実務家および研究者によるライフサイクル・コスティングの研究動向
　日本において最初にライフサイクル・コスティングを紹介した論文が石川（1968）であ
る。石川（1968）では、アメリカの“Business Week”誌に掲載された「新しいシステムで
入札者を選ぶ」（Picking the winners with a new system）という論文を紹介するとともに、
品質管理の専門家の観点からライフサイクル・コスティングの有用性について一定の評価
を与えている。アメリカ国防総省が“Life Cycle Costing”という用語をタイトルに含む最初
の研究成果を発表したのが1965年であるから、比較的早い時期に日本にもライフサイクル・
コスティングが紹介されていたことになる。
　日本においてライフサイクル・コスティングの普及に大きな貢献を果たしたのが1969年
に日本能率協会から独立して創設された日本プラントエンジニア協会内部に新たに設置さ
れた「テロテクノロジー調査団」である。テロテクノロジー調査団は1973年（第１次）か
ら1980年（第８次）までの８年間にわたり、日本プラントエンジニア協会の加盟企業から
従業員の派遣を受けて結成した調査団が、約２～３週間にわたりイギリス、スウェーデン
などの欧米各国の政府機関や企業などを訪問し、テロテクノロジー４やライフサイクル・
コスティングの最新情勢を学んだ。これらの成果は『「テロテクノロジー」調査団報告書』
として各回の調査団ごとに200～300頁に及ぶ冊子にまとめられている。
　日本プラントエンジニア協会ではライフサイクル・コスティングの研究を専門的に行う
機関として、1978年にライフサイクル・コスト委員会を設置した。同委員会の３年間の研
究成果の集大成として、『ライフ・サイクル・コスティング―手法と実例―』が発刊された。
　同書のまえがきにおいて、日本においてライフサイクル・コスティングはまだ海外から
紹介されたばかりで、「夜明けの前」の段階であると位置づけている。また、これまでの
研究は海外文献の翻訳が中心であったことから、日本人が編集したライフサイクル・コス
ティングの本を１冊発刊し、わが国企業がライフサイクル・コスティングを導入する際の
一助となることを切に願うと述べている［日本プラントエンジニア協会ライフサイクルコ
スト委員会（1981）、ⅱ頁］。また、同書では、同委員会によるライフサイクル・コスティ
ングの定義を次のように掲げている。「ライフ・サイクル・コスティングとは、ユーザー
の使用するシステムのライフサイクル・コストを経済的にするために、システムの開発段
階で、ライフサイクル・コストを設計パラメータとし、各種のトレードオフを徹底して行
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うところのシステマティックな意思決定法である。」［日本プラントエンジニア協会ライフ
サイクルコスト委員会（1981）、９-10頁］このように日本ではライフサイクル・コスティ
ングの研究は、初期の段階では工学系の実務家や研究者が中心になって進められてきた。
（２）遅れて始まった会計学分野での研究
　ライフサイクル・コスティングは「コスティング」という表記からも明らかなように原
価計算の手法の一つであり、本来であれば会計学分野の研究者も率先して研究に着手すべ
きと考えられる。しかし、会計学分野でライフサイクル・コスティングの研究が本格的に
着手されるのは1980年代以降であり、工学系分野よりも10年ほど遅れて研究が始まること
になる。工学系分野と比べて、会計学分野でライフサイクル・コスティングの研究への着
手が遅れた要因として次の要因が考えられる。
　まず、ライフサイクル・コスティングで計算対象とされるコストは、1970年代以前の原
価計算の研究で対象とされてきたコストと大きく異なっていることが挙げられる。ライフ
サイクル・コスティングが計算対象とするコストには、オペレーティングコスト、メンテ
ナンスコストおよび廃棄コストなどのように将来にわたって発生が予想されるコストで、
見積りを伴うものも含まれていることから、原価計算の研究対象として議論の俎上に載せ
ることが難しかったことも事実である。1970年代以前に研究されてきた原価計算の手法は
主に全部・標準・直接の各原価計算であり、基本的には既に発生したコストを集計するこ
とに重点が置かれていて、将来にわたって発注するコストを正確に見積ることの重要性は
認識されているものの、十分な研究成果が蓄積されている状況ではなかった。将来にわたっ
て発生が予想されるコストの見積りを正確に行うためには、工学的な技法も活用する必要
があることから、ライフサイクル・コスティングの研究は会計学分野だけではなく工学系
分野でも行われることになった。
　さらに、1960年代から1980年代までの原価計算の学問上の発展状況と研究者の関心も関
連があると考えられる。1962年に原価計算基準が制定されたが、これは財務諸表作成目的
の原価計算（全部原価計算と標準原価計算）に特化した内容であり、直接原価計算でさえ
も原価計算基準には含まれてはいない。1960年代から1970年代にかけての原価計算の研究
者の主要な関心は直接原価計算の取り扱いや製造間接費の配賦問題などに向けられており、
基本的には財務会計機構の範囲内で行われる原価計算を対象としていた。
　以上のような理由から、ライフサイクル・コスティングは、それまで行われていた原価
計算とはまったく性格の異なるものであり、1970年代に原価計算の研究者がライフサイク
ル・コスティングの研究に着手することは非常に難しかったと考えられる。
　その一方で、1980年代に入ると、戦略的コスト・マネジメントが原価計算・管理会計の
研究者にとって主要な研究テーマの一つとなり、研究対象が従来よりも広くなった。活動
338
基準原価計算、品質原価計算、原価企画などのように従来の財務会計機構の範囲にとどま
らない新しいタイプの原価計算に関する研究がスタートし、ライフサイクル・コスティン
グも戦略的コスト・マネジメントの一つとして研究対象になり始めた。
　戦略的コスト・マネジメントに関する研究の進展に加えて、日本でライフサイクル・コ
スティングが会計学の研究テーマとして取り上げられるきっかけについて、割引キャッ
シュフローの計算がライフサイクル・コスティングに含まれていることが挙げられている。
例えば、竹森（2005）では次のような指摘が行われている。「わが国におけるライフサイ
クル・コストがPM（予防保全）という生産管理のツールとしてばかりではなく、会計学
の１分野としても研究されているのは、他の諸国に例をみない特徴である。（中略）工学
的思想からライフサイクル・コストの割引キャッシュ・フローを計算するという観点への
絞り込みの結果、ライフサイクル・コストの会計学研究が展開されることとなった。」［竹
森（2005）、ⅳ頁］
（３）染谷論文の意義
　日本で最初に会計学分野の研究者が発表した論文は、1976年に早稲田大学の染谷恭次郎
教授が発表した「ライフ・サイクル・コスティングの再認識」（『早稲田商学』第260号）
と題する論文である。染谷教授は1976年５月に実施された第４次テロテクノロジー調査団
のアメリカ調査団のコーディネーターとして視察に参加し、アメリカ国防総省ではライフ
サイクル・コスティングに関するレクチャーをブラントン空軍大佐から受けている。
　1976年５月の視察内容に基づいて、同年11月には上述の論文を発表している。「ライフ
サイクル・コストはアメリカではVE（価値工学）や建築工学のテーマであるのに対して、
わが国においては会計学のテーマとして扱われることが多い背景には、染谷教授の貢献が
大きい」［竹森（2005）、12頁］という指摘からも明らかなように、日本における会計学分
野でのライフサイクル・コスティングに関する研究の発展について考えるうえで重要な論
文である。以下では染谷（1976）について簡単に検討したい。
　論文の冒頭において、染谷教授はライフサイクル・コスティングの考え方自体は既に
1950年代の文献にその原型を見出すことができるため、決して新しい考え方というわけで
はないと述べている。論題に「再認識」と付けているのはこのためであると考えられる［染
谷（1976）、１－２頁］。
　この論文ではライフサイクル・コスティングを設備投資の意思決定の評価モデルとして
位置付けており、その計算上の特徴は、ライフサイクル・コストの計算期間が設備の取得
から廃棄に至るまでの少なくとも２年以上、通常は５～10年の長期に及ぶことから貨幣の
時間価値（Time Value）を考慮する必要があることを強調している。それゆえに、論文
の大半は、貨幣の時間価値を伴うライフサイクル・コストの計算モデルである現価（Present 
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Worth）法と、毎年均等払原価（Uniform Annual Cost）を計算する方法の紹介に費やさ
れている。これらの計算方法は染谷教授がテロテクロノジー調査団の一員としてアメリカ
国防総省で説明を受けた内容と類似している［染谷（1976）、３-14頁］。
　論文のむすびにおいて、1976年時点のライフサイクル・コスティングに対する染谷教授
の見解が示されている。それによれば、ライフサイクル・コスティングの限界点として、
ライフサイクル・コストを計算するだけではなく、設備投資した結果得られた資産から得
られる効果も考慮したうえで、設備投資案の評価を行う必要性を指摘している。すなわち、
それぞれの設備投資案の生産能力あるいは販売能力に差異がないという前提が成立しなけ
れば、ライフサイクル・コスティングを設備投資の意思決定に使うことが難しいことが指
摘されている。一方で、むすびでは、設備投資を会計学の論理だけではなくエンジニアリ
ングの側面から検討することの重要性も指摘している［染谷（1976）、14-15、18頁］。
（４）初期に発表された４本の重要論文
　会計学分野でのライフサイクル・コスティングに関する研究の進展を考えるうえで重要
と考えられる論文を4本取り上げて、それぞれの論文について簡単に検討したい。
①皆川論文（1982年）
　名古屋学院大学の皆川芳輝専任講師（当時、現在は教授）は1982年に「ライフ・サイク
ル・コスティング」と題する論文（『経済科学』第30巻第2号）を発表している。この論文
は1982年以前に発表された欧米のライフサイクル・コスティングに関する文献をサーベイ
し、重要論点を整理した論文である。管理会計分野の研究者が最初に発表したライフサ
イクル・コスティングに関する論文であり、染谷教授の論文と大きく異なる点として、ラ
イフサイクル・コスティングを意思決定の手段としてだけではなくコストマネジメントの
ツールとしても捉えている点が挙げられる。
　皆川（1982）では、デザイン・ツー・コストを重視している。これはアメリカ国防総省
が1970年代に開発したライフサイクル・コストをマネジメントするためのツールの一つで
あり、ライフサイクル・コストと、性能および納期のトレードオフを考える点に特徴があ
る。図表1から明らかなように、コストが実際に発生するのは製造段階以後であるが、将
来的にコストがどれだけ発生するかどうかは設計段階で既に大半が決まってしまっている。
したがって、ライフサイクル・コストを最小化するためには、設計段階で目標コストを定
めて、これを達成しようとする組織的な対応が必要とされる［皆川（1982）、17頁］。
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図表１　コスト発生と決定
（出所）皆川（1982）、17頁。
　皆川（1982）のむすびでは、ライフサイクル・コスティングが今後さらに普及していく
ためには、ライフサイクル・コストが小さい製品を購入する方が結果的にコスト面で有利
となるという考え方がユーザーにどこまで浸透するかがカギとなることを指摘している。
なぜならば、ユーザーがライフサイクル・コストを重視する購買姿勢に転じれば、メー
カーにとってもライフサイクル・コストを無視することができなくなるからである［皆川
（1982）、24頁］。これは、後に戦略的コスト・マネジメントの中でライフサイクル・コスティ
ングが議論される際にも通ずるところがあり重要な指摘である。
②牧戸論文（1986年）
　名古屋大学の牧戸孝郎助教授（当時）は日本会計研究学会の原価計算特別委員会『現代
原価計算の課題』（宮本匡章委員長）の委員に選出され、1986年7月に横浜国立大学で開催
された日本会計研究学会第45回大会において最終報告を行った。この報告内容を受けて、
1986年9月に「ライフ・サイクル・コスティングと原価管理」と題する論文を発表している。
牧戸助教授がライフサイクル・コスティングに関する研究成果を発表したのはこの時が初
めてであることから、日本会計研究学会の特別委員会の委員に選出されたことがこの論文
を作成するきっかけとなったと言えよう。
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　皆川（1982）の議論を発展させて、ライフサイクル・コスティングは従来のようにユー
ザーが考えるべきものではなく、メーカーが率先して取り組むべきであるという主張を
している点が特徴的である。ライフサイクル・コストで多くの割合を占める使用段階の
コスト（オペレーティングコストとメンテナンスコスト）を節減するために、信頼性
（reliability）に注目し、平均故障時間（Mean Time To Failure：MTTF）、平均故障間隔（Mean 
Time Between Failure：MTBF）、平均修理時間（Mean Time To Repair：MTTR）、ア
ベイラビリティなどの信頼性工学で用いられる尺度について検討がなされている。結論と
して、ライフサイクル・コストの最小化を目指すためには、製品の信頼性を高めたうえで
最適な信頼性の水準に到達するように徹底したトレードオフ分析をメーカーは繰り返す必
要があることが主張されている［牧戸（1986）、56-60頁］。このように工学的な視点を会
計学研究の中に持ち込み検討を試みている点に牧戸論文の意義がある。
③櫻井論文（1990年）
　専修大学の櫻井通晴教授は「原価計算と原価管理―ライフサイクル・コスティング　概
念とその活用法―」と題する論文を1990年に発表している。櫻井教授の1990年前後の主要
な研究テーマはソフトウェアの原価計算や原価管理であり、ソフトウェアやコンピュータ
システムは保守のコストが非常に多く発生することからも、ライフサイクル・コスティン
グに対する関心を強めて、この論文を発表したものと推察される。
　論題からも明らかなように、ライフサイクル・コスティングを実務でどのように活用し
ていくかという視点が中心的なテーマとなっており、先行研究、特にR. J. BrownとR. R. 
Yanuckが1985年に発表した著書“Introduction to Life Cycle Costing”のレビューをふまえ
て、資本資産取得の意思決定にあたりライフサイクル・コスティングを適用すべき条件と
して次の5点を挙げている［櫻井（1990）、42頁］。
　　・メンテナンスの能率を高めることで運用・保守費用の大幅な低減が実現できる
　　・資本資産の使用期間中に消費されるエネルギーの消費量が多い
　　・長い耐用年数を持つ
　　・初期資本投資額が大きい
　　・多額の処分現価（廃棄コスト）が生じる
　このような条件を満たす資本資産の具体例として、コンピュータシステム、エレクトロ
ニクス製品、自動車、軍需品が挙げられており、それぞれについてライフサイクル・コス
ティングを適用する意義について検討されている［櫻井（1990）、42-44頁］。
④岡野論文（1993年）
　松山大学の岡野憲治教授は日本においてライフサイクル・コスティングに関する研究成
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果を最も多く発表している研究者であり、日本で発表された会計学分野のライフサイクル・
コスティングの研究成果のうち約半数を岡野教授の論文が占めている。岡野教授がライフ
サイクル・コスティングの研究を始めるきっかけとして、小林哲夫教授が松山大学を集中
講義で訪れた際に、ライフサイクル・コスティングの研究を始めることを勧められたこと
が岡野（2003）の「まえがき」に記されている［岡野（2003）、ⅱ頁］。
　岡野（1993）は岡野教授のライフサイクル・コスティングに関する最初の研究成果であり、
この論文では主に、B.S.Dhillonが1989年に発表した著書“Life Cycle Costing：Techniques, 
Models and Applications”で示されている計算例（2つのシステムの取得を検討する際にラ
イフサイクル・コストを計算したうえで意思決定を行う）を要約して紹介している。ま
た、当初投資額と運用・保守コストのトレードオフについても実際に数値例を挙げながら
説明がなされている。染谷論文、皆川論文、牧戸論文、櫻井論文では実際にライフサイク
ル・コストを計算するプロセスについて詳述しているわけではないことから、ここに岡野
（1993）の貢献があると考えられる。また、「ライフサイクル・コスティングの生成から現
在までの発展を歴史的に研究することは可能であるし、そこから大きな成果を引き出すこ
とができよう」という指摘があり、以後、岡野教授はこの言葉通りに、主にアメリカ国防
総省の動向を中心としながらライフサイクル・コスティングの歴史的な発展経緯について
明らかにした論文を発表していくことになる［岡野（1993）、84-87頁］。
３．引用文献に着目した分析
（１）引用文献を分析する意義
　会計学分野におけるライフサイクル・コスティングに関する研究がどのように広がって
いったかについて分析する一つの手がかりとして、本稿では先行研究においてどのような
文献が引用されているかについて調査し、その結果について考察を加えていくことにする。
具体的には、次の12本の論文をピックアップしてそこで引用されている文献について調査
する。
①会計学分野でのライフサイクル・コスティングの研究上、重要な役割を果たしてい
ると考えられる比較的初期に発表された5本の論文（染谷（1976）・皆川（1982）・
牧戸（1986）・櫻井（1990）・岡野（1993）
②これまで2本以上のライフサイクル・コスティングに関する研究論文を発表してい
る研究者（7人）が、最初に発表した研究論文（7本）５ （竹森（1990）、伊藤（1993）、
矢澤（2002）、江頭（2003）、成松（2003）、中島（2004）、長野（2007））
　上述した12本の研究論文の引用文献を調査することにより、どのような文献を参考にし
ながら、ライフサイクル・コスティングの研究に着手したかについてその一端を垣間見る
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ことができる。また、被引用文献の引用率について調査することで、複数の研究者から引
用されている文献は、ライフサイクル・コスティングに関する研究の広がりを考えるうえ
で、重要性の高い文献であると判断することができる。
（２）引用文献分析の結果
　図表2は前述の重要論文5本について、それぞれの論文がどのような文献を引用している
かを関連付けたものである。例えば、Committee for Industries Technologies（1975）は
染谷（1976）、皆川（1982）、牧戸（1986）の3本の論文で引用されていることから、重要
性が高い文献であるといえる。なお、地が灰色の文献は会計学分野の文献であり、地が白
色の文献は会計学以外の分野の文献である。
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図表２　引用文献分析①（重要論文5本） ６
図表２ 
・ Terborgh(1949)
・ Grant(1950)
・
・ Committee for Industrial Technologies(1975) 染谷（1976）
・
・ Dighton(1979)
・ Kolarik(1980)
・
・
・ White and ostwald(1976) Life Cycle Costing（論文）
・
・ 金田弘（1978）　電子計算機
・ Harvey(1976) Life-Cycle Costing : a review of technique（論文）
・ Ostwald(1974)
・
・
・ 北川賢司（1981）　信頼性管理の知識
・ 鈴木徳太郎（1983）　コスト工学入門
・ 日比宗平（1979）　設備保全の実際
・ 水津寛一（1980）　価値工学（論文）
皆川（1982）
・
・ 中嶋清一（1981）　テロテクノロジー
・
・ 真壁肇（1984）　品質保証と信頼性牧戸（1986）
櫻井（1990） ・ Brown and Yanuck(1985) 
・
・
・ Lehner（1989）　
・ 水野滋（1984）　全社総合品質管理
・ Susman（1988） Product life cycle management
・
・ Horngren(1991) 
岡野（1993）
・
・ Turney
・
・
・
・
・ 岡本清・宮本匡章・櫻井通晴（1988）　ハイテク会計
・ 竹森一正（1990）　LCCMにおける研究開発費管理（論文）
・ 竹森一正（1990）　LCCによる人件費の管理（所収）
・ 櫻井通晴（1991）　CIM構築：企業環境の変化と管理会計
・
・ Department of Defense(1970,1973) 
・
・
・
・ 佐藤精一（1993）　わが国企業の原価計算の連続性（論文）
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　図表３と４は図表２と同様の方法で、ライフサイクル・コスティングに関する論文を２
本以上発表している研究者が最初に発表した論文について分析を行ったものである。
図表３　引用文献分析②（2本以上の研究成果を発表した研究者のうち４本）図表３ 
竹森（1990）
・
・ 染谷恭次郎（1976）　ライフ・サイクル・コスティングの再認識（論文）
・ 皆川芳輝（1982）　ライフ・サイクル・コスティング(論文）
牧戸孝郎（1986）　ライフ・サイクル・コスティングと原価管理（論文）
・
・ Heyel(1982) 
・ Batty（1976）　
Freedman（1960）　
・ Wilkinson(1982) Accounting and Information Systems（論文）
・
・
・ Kami and Joel（1973）、中村元一訳（1976）　会社成長の条件
・ Susman（1989） Product life cycle management（論文）
・ Vernon（1971）、霍見芳浩訳（1979）　多国籍企業の新展開
・ 今居謹吾（1980）　ライフサイクルの理論と実際
伊藤（1993）
・ Wind（1982）　
・ 田中雅康（1997）　VE
矢澤（2002）
・
・
・ 廣本敏郎（1997）　原価計算論
・
・ 河田信（1996） プロダクト管理会計
・ Kaplan and Anthont
・ Geitner and Galster（2000) Using Life-Cycle Costing tools（論文）
・ 庭本佳和（1982） 経営の社会的責任（論文）
・
・
・ 櫻井通晴（1991）　CIM構築：企業環境の変化と管理会計
・ 西澤脩（1980）　ゼロベース予算の導入と事例
・
・ 西澤脩（1988）　研究開発費の計画と管理（四訂版）
Chambers（1988）
・ Dean（1950）
・ 岡野憲治（2000） ライフサイクル・コスティング研究の基礎
・ 櫻井通晴（1981） 経営原価計算論
・ Brown(1979) A new marketing tool : Life Cycle Costing（論文）
・
・
江頭（2003）
・ White and Ostwald(1976) Life Cycle Costing
・
・
・
・ 田中雅康（1992）　原価企画における原価改善技法（論文）
・ 福岡克也（1991）　環境問題日本の選択（所収）
・
牧戸孝郎（1992）　日本の管理会計の回顧と展望（論文）
（論文）
（注）紙幅の都合
で会計学と関連
性の薄い一部の
引用文献を省略
している
・
・
・ Horngren(1977)
（注）紙幅の都合
で会計学と関連
性の薄い一部の
引用文献を省略
している
（注）紙幅の都合
で会計学と関連
性の薄い一部の
引用文献を省略
している
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図表４　引用文献分析③（２本以上の研究成果を発表した研究者のうち３本）図表４ 
成松（2003）
・ 神戸大学管理会計研究会（1992）　原価企画の実態調査（論文）
牧戸孝郎（1988）　ハイテク会計
・
・
・ 加登豊（1993）　原価企画―戦略的コスト・マネジメント
・ 伊藤嘉博（1995）　製品開発とライフサイクル・コスティング（所収）
・ Susman（1989） Product life cycle management（論文）
・
中島（2004）
・
・ 西澤脩（1995）　日本企業の管理会計
・ 田中雅康（2001）　原価目標の設定と細分化（論文）
長野（2007）
・ 江崎通彦（1984）　デザイン・ツー・コストの考え方とその手順
・ 廣本敏郎（1997）　原価計算論
・
・ 日本管理会計学会（2000）　管理会計学大辞典
・
・
・
・
・ 森久（1998）　資料：原価管理に関する実際調査の集計結果（論文）
・
・
・ 上田隆穂・江原淳(1992) マーケティング
・
・ 岡本清（2000） 原価計算（六訂版）
・
・ 小林哲夫（1996）　ライフサイクル・コストと原価企画（論文）
・ 山田庫平（2002）　経営管理会計の基礎知識
・
・ Baum, Adolf and Thomas(1999)
・
・
・ 日本会計研究学会（1996）　原価企画研究の課題
・ 日比宗平（1986）　DTCによる目標原価設計の実際（論文）
・
・
・
・ 青木茂男（2005）　要説 経営分析（全訂版）　
・ 青島矢一・加藤俊彦（2003）　競争戦略論
・
・ 伊藤邦雄（2004）　CSRによるコーポレート・ブランド経営
・
・ 岡本大輔（2006） 企業評価と企業の社会性（所収）
・ 加登豊（1994） 原価企画研究の今日的課題（論文）
・ 田中隆雄・小林啓孝（1995）　原価企画戦略
・
・ 谷本寛治（2006）　CSR 企業と社会を考える
・
・ 田中雅康（1995）　原価企画の理論と実践
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　図表5～7は、①初期に発表された重要論文5本（図表5）、2本以上の論文を発表した研究
者が最初に発表した論文7本（図表6）、③本稿で分析対象とした12本の論文すべて（図表7）
について、被引用率（被引用件数÷引用可能件数７）を計算し、被引用率が高い文献を抽
出したものである。本研究では被引用率が高い文献ほど、ライフサイクル・コスティング
の研究において重要性が高い文献と考えることにする。
図表５　被引用率の分析①（初期重要論文5本）
研究成果 被引用件数 引用可能件数 被引用率
Taylor（1981） ４ 4 100.0％
Blanchard（1978）、宮内訳（1979） 3 4 75.0％
日本プラントエンジニア協会（1981） 3 4 75.0％
Committee for Industrial Technologies（1975） 3 5 60.0％
図表６　被引用率の分析②（2本以上の論文を発表した研究者の論文7本）
研究成果 被引用件数 引用可能件数 被引用率
小林（1993） 5 6 83.3％
Shields and Young（1991） 4 6 66.7％
小林（1996） 3 5 60.0％
Berliner and Brimson（1988） 4 7 57.1％
Fabrycky and Blanchard（1991） 3 6 50.0％
図表７　被引用率の分析③（12本の論文すべて）
研究成果 被引用件数 引用可能件数 被引用率
小林（1993） 6 7 85.7％
小林（1996） 3 5 60.0％
Fabrycky and Blanchard（1991） 4 7 57.1％
Shields and Young（1991） 4 7 57.1％
牧戸（1986） 4 8 50.0％
Blanchard（1978）、宮内訳（1979） 5 11 45.4％
　図表５ではTaylor（1981）の被引用率が100％に達していることが特筆される。筆者の
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W.B.Taylorはイギリスのケント州の出納官であり、会計担当者はライフサイクル・コス
ティングにどのように貢献できるかという観点から研究を進めているが、1981年時点では
会計学分野のライフサイクル・コスティングの研究は海外でもまだ少なかったことから被
引用率が高いと推察される。しかし、Taylor（1981）は図表６の２本以上の論文を発表し
た研究者の論文７本の中では一度も引用されてなく、全く対照的な結果となっている。
　図表６と７から明らかなように、小林（1993）の被引用率が際立って高く、1993年以降
にライフサイクル・コスティングの研究を開始した研究者のほとんどが小林（1993）を参
照している。小林（1996）も被引用率が高いことから、小林哲夫教授は日本の会計学分野
のライフサイクル・コスティングの研究に対して一定の影響を与えていると言えよう。
　図表２～７を全体的にみると、初期重要論文５本に関しては、会計学分野の研究成果が
少ない時期だったこともあり、Taylor（1981）を除けば工学系の研究者による先行研究
からの引用が目立つ一方で、２本以上の論文を発表している研究者の論文７本では、会計
学分野や経営学分野の文献からの引用が目立ち、時代が下がるほどこの傾向が強くなっ
ている。しかし、初期の重要論文５本の中で引用頻度が高い工学系の研究成果については、
後の世代の研究者でも引き続いて引用されている傾向もみられる（例えばFabrycky and 
Blanchard（1991））。
　また、２本以上の論文を発表している研究者の論文では、原価企画に関する文献からの
引用が多く見られる。原価企画では理想的には目標原価はライフサイクル・コストである
とされていることからも明らかなように、ライフサイクル・コスティングと密接な関係が
あり、ライフサイクル・コスティングの研究を始めるにあたり、原価企画の研究分野での
議論が参考になることを示している。
　一方で、会計学分野でライフサイクル・コスティングに関する最初の論文である染谷
（1976）は被引用率が18％（被引用件数２÷引用可能文献11）にとどまった。染谷教授自
身が財務会計の研究者であり、染谷（1976）の内容が割引キャッシュフローの計算に特化
しており、今日議論されているライフサイクル・コスティングの主要な研究テーマとは若
干異なることがその原因であると推察される。
（３）小林（1993）の意義
　本稿で行った分析において最も被引用率が高かったのは小林哲夫教授が1993年に出版し
た『現代原価計算論―戦略的コスト・マネジメントへのアプローチ―』である。小林（1993）
の内容を検討することで、ライフサイクル・コスティングの研究にどのようなインパクト
を与えているのかについて明らかにしたい。
　小林（1993）の大きな特徴として、副題に「戦略的コスト・マネジメント」という用語
が含まれていることが挙げられる。戦略的コスト・マネジメントに関する議論は1980年代
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から原価計算や管理会計の研究分野で登場してくる新しい概念であり、本書の全8章のう
ち5章分は戦略的コスト・マネジメントに関する記述が充てられている。
　本書の第7章は「品質原価計算／ライフサイクル・コスティング」となっており、後半
部分で13ページにわたりライフサイクル・コスティングが取り上げられている。「ライフ
サイクル・コスティングの内容は論者によって多様であり、現時点で一般的に妥当する定
義は確立されていない。むしろ、本節では、多様な見解を示すために、ライフサイクル・
コスティングに関する確定的な定義を与えることを意識的に避けている」［小林（1993）、
165頁］という記述からも明らかなように、欧米の文献を中心にライフサイクル・コス
ティングや周辺領域に関してこれまで蓄積されてきた研究成果について検討がなされて
いる。特にBerliner and Brimson（1988）、Fabrycky and Blanchard（1991）、Shields and 
Young（1991）が図表も含めて多く引用されているが、図表6においてこれらの文献の被
引用率が高いことは、小林（1993）で取り上げられていることが少なからず影響している
と考えられる。
　紙幅の制約があることから、ライフサイクル・コスティングの具体的な計算プロセスな
どについては省略されているが、伝統的に考えられてきたユーザーの立場からのライフサ
イクル・コスト（取得コスト＋オペレーティングコスト＋メンテナンスコスト＋廃棄コス
ト）だけではなく、メーカーの立場から、ユーザーが負担するオペレーティングコスト、
メンテナンスコストおよび廃棄コストを考慮に入れたライフサイクル・コストのモデル
を提示している点に特徴がみられる。コンピュータやエレクトロニクス製品の普及により、
製品を購入してから発生するオペレーティングコスト、メンテナンスコストおよび廃棄コ
ストがライフサイクル・コストに占める割合が高くなってきており、ライフサイクル・コ
ストが小さいということが市場において競争優位を確保する原動力となりうることが指摘
されている［小林（1993）、158-159頁］。
　また、原価企画との関係については次のような記述があり、原価企画とライフサイクル・
コスティングには密接な関係があることが示されている。「欧米のライフサイクル・コス
ティングの考え方は、その生成過程で特殊な背景をもっているが、近年においては、新し
いコスト・マネジメントのツールとして一般的にその意義が認識されつつあるといえる。
しかも、そこで取り上げられている問題や原価低減活動は、わが国での原価企画活動とか
なり類似している部分をもっている。」［小林（1993）、165頁］このような指摘は、会計学
分野の研究者がライフサイクル・コスティングの研究を始めるにあたり原価企画に関連す
る文献を多く参照していることに少なからず影響を与えていると考えられる。
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　本稿では日本においてライフサイクル・コスティングの研究が、特に会計学分野におい
てどのように生成、発展していったかを明らかにするために、会計学分野で本格的に研究
が始められた1980年代から1990年代初頭にかけて発表された重要な研究論文5本と、これ
まで2本以上のライフサイクル・コスティングに関する研究論文を発表した研究者7名が最
初に発表した論文7本の合計12本の論文を分析対象として、それぞれの論文が引用してい
る文献に着目し、被引用率という観点から分析を行った。
　被引用率では小林（1993）が最も高く、さらに小林（1993）で主に引用されている3点
の外国文献の被引用率も高いことから、小林（1993）は会計学分野での後世のライフサイ
クル・コスティングの研究者に対して少なからず影響を与えていることが明らかになった。
また、初期の研究では工学系分野からの引用が多く見られて、原価計算や管理会計、経営
学の周辺領域の文献からの引用は少なかったのに対し、1990年代以降の研究では原価計算
や管理会計の先行研究からの引用が中心となり、特に原価企画に関する先行研究から多く
の引用がなされていることが明らかになった。この点は日本における会計学分野でのライ
フサイクル・コスティングに関する研究の一つの特徴であるといえよう。
　本稿では、従来のライフサイクル・コスティングに関する先行研究では見られなかった
被引用率という観点から分析を行いライフサイクル・コスティングの研究の広がりを解明
することを試みたが、この方法には限界もある。初期の重要論文5本とライフサイクル・
コスティングに関する研究論文を2本以上発表した研究者の論文7本の合計12本だけで分析
を行っているが、本来であれば会計学分野で発表された論文すべてについて同様の分析を
行う必要があることは言うまでもない。また、分析対象となった12本の論文の選定基準は、
一定の妥当性を持たせうる基準で選定したものの、主観性を完全に排除することはできな
い。この点に本研究の限界があると言えよう。
　本研究を通じて、12の論文がどのような先行研究を引用しているかについてはある程度
確認することができたが、それらの先行研究を引用して構築された12本の研究論文が後世
のライフサイクル・コスティングの研究にどのような方向性を持って広がっていったかに
ついての検証はまだ不十分である。このような検証を行うためには、日本の会計学分野で
のライフサイクル・コスティングの研究を時系列に並べて、それらを研究領域・テーマ別
にマッピングし、各研究論文間の関係を矢印でつなぎ関係性を明示したような図表を作成
することが必要になると思われるが、この点については今後の研究課題としたい。
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１　日本では1968年に品質管理分野の研究者である石川馨教授によりライフサイクル・コスティング
が紹介されて、その後、日本プラントエンジニア協会（現日本プラントメンテナンス協会）内に
設置されたテロテクノロジー調査団やライフ・サイクル・コスト委員会を通じて、研究が進めら
れていく。一連の経緯については中島（2014a）に詳述しているので参照されたい。
２　この点については中島（2014b）を参照されたい。
３　岡野（2003）と靏（2010）において、日本における会計学分野のライフサイクル・コスティング
での研究の進展について取り上げられているので参照されたい。
４　テロテクノロジー（terotechnology）とは、1970年代にイギリス産業省が導入を進めて、ヨーロッ
パ各地でも導入されたメンテナンスに対する新しい考え方である。当初はメンテナンスの技術的
な側面に重きが置かれていたが、1970年代半ば以降はコスト面が重視され、「経済的なライフサイ
クル・コストの追求」という目標が中心に据えられるようになる。テロテクノロジー調査団（第1
次）の報告書によれば、テロテクノロジーはギリシア語と英語からなる造語であり、テロテクノ
ロジー委員会とオックスフォード辞典の編集者とが相談のうえ選ばれた用語であるという。“tero”
はギリシア語の“terein”からとったものであり、この後に英語の“technology”をつけたものである。
ギリシア語のtereinには英語の“to take care of（大事にする）”、“to watch over（見守る）”、“to 
guard over（保護する）”に相当する意味があるという［日本プラントメンテナンス協会（1973）、
15、17-18頁］。
５　例えば、筆者はこれまでライフサイクル・コスティングに関する研究論文を23本発表しているが、
最初に発表した論文は中島（2004）である。したがって、中島（2004）で引用されている文献が
調査対象となる。
６　図表２において櫻井（1990）から牧戸（1986）に線が伸びているのは、櫻井（1990）において牧
戸（1986）が引用されていることを表す。同様に、岡野（1993）から他の４つの論文に線が伸び
ているのも岡野（1993）において他の４つの論文が引用されているためである。なお、紙幅の都
合から、図表２～４では引用されている文献の著者、発行年、タイトルのみ掲載する。
７　引用可能件数とは、分析対象となっている12本の論文のうち、被引用文献が発表された以降に発
表された論文、すなわち被引用文献を引用することが可能な論文が何本あるかを表している。例
えば、小林（1993）であれば、分析対象となった12本の論文のうち、1993年以前に発表されてい
る染谷（1976）、皆川（1982）、牧戸（1986）、櫻井（1990）、竹森（1990）は小林（1993）を引用
不可能であるが、1993年以降に発表された残り７本の論文は引用可能であることから、引用可能
件数は７本である。
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